[image: image1.jpg]~@

OPEN
YOKOHAMA




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成24年　給与に関する報告及び勧告の概要

１　公民比較
(1) 月例給

	民間給与
	職員給与
	公民較差

	395,111円
	395,428円
	▲317円（▲0.08％）


　※　民間事業所の調査対象は、234事業所（市内1,209事業所から無作為抽出）
　　　本市職員と民間の事務・技術関係の職務に従事する者について、本年４月分の

給与を比較　　　　　［昨年の公民較差　▲3,033円（▲0.76％）］
(2) 特別給(ボーナス)

民間の年間支給割合　4.00月　（本市現行：4.00月）

［昨年の民間の年間支給割合　4.02月（本市：4.00月）］

２　給与勧告・報告の内容
(1) 月例給の改定内容
　　　 扶養手当　配偶者に係る手当の額を1,000円引下げ（15,000円→14,000円）

(2) 実施時期等

ア この勧告を実施するための条例の公布日の属する月の翌月の初日（公布日が月の初日のときはその日）から実施

イ 本年４月からこの改定の実施の日の前日までの公民較差相当分は、平成24年12月期の期末手当で調整
(3) 給与制度について

ア  平成19年度の人事給与制度改革の検証

・　人事院は55歳を超える職員の昇給抑制について勧告したが、国と本市とでは昇任制度が異なり、具体的な給与構造も必ずしも同様でないため、本市の状況を良く見極め、対応を検討していく必要がある。

・　本市における平成19年度の人事給与制度改革の実施から５年が経過し、現行制度の運用実績や効果、影響について検証すべき時期に来ている。給与制度面だけではなく、昇任制度や職務の級の在り方など人事制度面も含め総合的に検証を行い、課題を明らかにし、見直しに取り組む必要がある。
イ  住居手当

平成22年の本報告では、自宅に係る住居手当は廃止しないこととしたが、国が自宅に係る住居手当を廃止したこともあり、一部の自治体で自宅に係る住居手当を見直す動きが見られる。こうした状況も踏まえ、住居手当制度の在り方について研究していく必要がある。

３　人事給与制度に関する報告
(1) 昇任意欲の持てる活力ある組織をめざして
・　係長昇任試験の受験者数は、減少傾向が続いていたが、平成21年度を底にして平成22年度には増加に転じ、以降３年連続の増加となった。社会人採用による職員の受験率が高いことや任命権者によるキャリア形成支援の様々な取組が功を奏したものと考えられる。

・　一方、受験者数が増加に転じたとはいえ、職員の受験率は低い状況であり、より一層昇任意欲の持てる活力ある組織づくりを行うために、職員へのキャリア形成支援について引き続き積極的に取り組むとともに、係長職を取り巻く状況を踏まえて、係長の役割やそれに伴う処遇の在り方などについて、人事給与制度全体の課題としてとらえていく必要がある。

(2) 高齢期における職員の雇用問題

職員ニーズや職場の実情を踏まえるとともに、国における検討内容を参考にしつつ、現行の再任用制度の活用も含め、本市の実情に即した具体的設計や組織活力の維持及び職員の能力と経験の活用のための方策に係る環境整備について、必要な検討を迅速に行い、適切な対応を行っていくべきである。


【参考１】勧告どおり改定が実施された場合の行政職員給与（平均年齢41歳6月）

	
	現行
	改定後
	増　減

	平均年収額
	626万5千円
	626万1千円
	▲4千円


＜影響額＞行政職員、消防職員、高等学校等教育職員及び医療職員

    ▲約7千万円　［17,495人］
※　技能職員及び企業局（水道局、交通局、病院経営局）職員について同様に改定が実施された場合の影響額　　　　　　　　　　　　▲約1億円 ［25,170人］
【参考２】最近の給与勧告の状況
	
	月例給
	特別給（ボーナス）
	平均年間給与

	
	公民較差
	年間支給月数
	対前年比増減
	増減額(行政職)

	平成14年
	▲1.71％
	4.65月
	▲0.05月
	▲ 14万1千円

	15年
	▲1.01％
	4.40月
	▲0.25月
	▲ 17万3千円

	16年
	※ 　0.02％
	4.40月
	―
	―

	17年
	▲0.40％
	4.45月
	  0.05月
	    ▲ 7千円

	18年
	▲0.26％
	4.45月
	―
	 ▲ 1万8千円

	19年
	▲0.31％
	4.50月
	  0.05月
	    ▲ 1千円

	20年
	※ ▲0.02％
	4.50月
	―
	―

	21年
	▲0.50％
	4.15月
	▲0.35月
	▲ 17万4千円

	22年
	▲0.80％
	4.00月
	▲0.15月
	▲ 11万1千円

	23年
	▲0.76％
	4.00月
	―
	▲ 4万8千円

	

	24年
	▲0.08％
	4.00月
	―
	▲ 4千円


　　　　　　　　　　※平成16年及び平成20年は勧告を行わなかった。
平成24年10月5 日


横浜市人事委員会





　


月例給のうち扶養手当を引下げ、ボーナスは改定なし


・職員給与が民間給与を317円（0.08％）上回っており、この較差を解消


するため、月例給を引下げ改定（扶養手当の引下げ）


・特別給（ボーナス）は、民間の支給割合（4.00月）と均衡しているため、


改定なし


　　※　行政職員１人あたりの年収は、平均で約４千円の減





本年の給与勧告の特徴











